
       社会保障審議会介護保険部会における意見書の提出 

 

第 73回社会保障審介護保険部会において、従前より議論されている保険者機能の強化と財

政的インセンティブを付与する方法について審議された。 

市町村・都道府県に対する財政的インセンティブを付与することについては、すでに法

律改正された介護保険法において、自立支援・重度化防止にむけた保険者の取り組みや都

道府県による保険者支援の取り組みが全国で実施されるよう取り組みを制度化したところ

である。 

 財政的インセンティブについては交付金を新たに法律上位置付けることとなり、その具

体について、審議された。 

 発言時間の制約や自ら要約して論じたことから、席上の発言では意を尽くすことができ

ず、論旨を展開できなかったことから委員として意見書を提出する。 

 

 １．昨年の第 69回審議会において、地方自治体における市町村財政の変化について資料

を付した。一般会計の伸びは微増ともいえるが、その内訳は大きく変わり、民生関係の割

合が全体のかなりを占めることとなっている。身近な政府である市町村が、社会福祉等に

ついて住民にたいして様々な取り組みやサービスを提供することは地方分権、分権改革に

よる権限移譲、財源移譲から当然のことである。欧州等の自治体の機能における広い意味

で福祉や保健、消費者保護や権利保全などについての市町村の責務の認識に比べて、そこ

まで市町村は自覚的ではないものの、少なくとも今後自治体にとって社会福祉や教育等民

生関係の行政需要と増大する。自治体トップは人材の投入等認識を新たにすべきであるこ

とを昨年の 11 月２５日第 69 回審議会で指摘した。そのような人材についての質量の投入

は保険者機能の強化にとって必要条件、政策実現の基盤であり、それなしには主体的な保

険者機能の強化は形式的なものとなりかねない。また高齢者を含めて児童や障害者を含む

市民に対する「措置」に代わりうるものとして一層の市町村の取り組みが期待され、人材

の確保と行政と民間とのパートナーシップによる自治体政策の実現が欠かせない。 

それだけでなく、介護保険制度導入後、市町村介護保険特別会計を別添資料で昨年示し

たように、大変な伸びを示しており、それらを加えると、市町村の財政はさらに広い意味

で社会福祉そして介護等の部分の比重が高くなり、かつ大幅な伸びが今後想定され、現在

の給付費の 2 倍となることも想定されている。このように見ていくならば、市町村財政に

おける介護保険関係の比重は極めて高くなり、それにふさわしい適切な行政の改革が行わ

れなければならない。その観点から保険者機能の強化は自治体自体が強く認識すべきであ

る。 

 ２．財政インセンティブを考えたときに、「交付金」と 5パーセントの「調整交付金」と

を最初から同一視すべきではなく、「交付金」が既存の「調整交付金」を指すことを前提と

すべきではなく、あくまで財政インセンティブのための「交付金」の創設であることを認



識すべきである。 

 ３．介護保険の国負担部分の 5 パーセントの調整交付金は後期高齢者の比率とそこで暮

らす第一号被保険者の負担能力が市町村ごとにことなることにより調整が必要であること

から生まれたものである。今後、75 歳以上人口の偏在や第一号被保険者の地域ごとの負担

能力の差は解消されるよりも拡大が想定される。その意味で調整交付金は本来この目的の

ために作られたものであるとともに、その役割はさらに大きくなる。まったくそのような

趣旨や果たすべき機能から言えば想定されない考慮外の保険者機能の財政インセンティブ

という目的をいれることにより、本来果たすべき二つの計数により負担の均恬化機能が弱

まり、本来の目的が果たせない。 

極めて、合理的な根拠を欠く提案といえる。また糊塗策である。席上「無理筋」と指摘

した。 

 ４．保険者機能の強化は、介護保険制度を支える第二号被保険者（医療保険者）と都道

府県、国、そして年金制度からその多くを拠出する第一号被保険者本人、適切な介護保険

制度の運用と望ましいサービスの実現にともに関心をよせ、わが国の介護保険制度をささ

えるための高齢者にとっても求められるものである。医療保険者（第二号被保険者）の介

護保険制度の運用に対する市町村レベルにおける参加と介護保険の適切な運用の監視は重

要である。第一号被保険者にとっても、65 歳以上の要支援・要介護に至っていない高齢者

を含め、そこで暮らす市町村の介護保険者が適切な介護保険制度の運用とサービスの適切

化と必要なサービスとが地域地域の事情と創意工夫によって提供されることは重大な関心

事でなければいけない。市町村介護保険者の保険者機能の強化は、このように当該市町村

で暮らす第一号被保険者、第二号被保険者、都道府県といった介護保険制度のステイクホ

ールダーすべてがかかわるものでなければならない。そうでなければ、実効性がとぼしい

ものとなる。介護サービス給付にかかる国負担分の５％によってインセンティブを与える

ということは、このような多様なステイクホールダーと関係なしにおこなわれるものであ

り、介護保険者機能の強化がそれぞれのステイクホールダーにとって拠出している者とし

ての責務と関心を低めることとなる。各市町村の介護保険特別会計のうち極めて低い率で

の活用であっても財政インセンティブ拠出は極めて有効性が高いものとなる。 

 またこの方法によって、大規模人口の市や小規模人口の町村にとって、かなり有効な実

効性のある仕組みを工夫することができる。 

 

 以上、調整交付金の活用による財政インセンティブという方法ではなく、行うのであれ

ば本格的な、また理にかなった方法が取られることを望む。 

 

 別添資料として第 69回意見書提出時に提出した資料を添える。 

 

                  上智大学  栃本一三郎 
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グラフ9-2　市町村の民生費（目的別）+介護保険事業歳出額　※民生費の折れ線グラフあり
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グラフ１　地方財政全体でみた歳出決算額

議会費 総務費 民生費 衛生費 労働費 農林水産業費 商工費 土木費 消防費 警察費 教育費 その他 総額
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